
公益通報と原子力事業者、
その歴史と今後
奥山俊宏（上智大学文学部新聞学科）

2026年9月11日 13:30-14:30
愛媛大学教育学部2号館1F大講義室で

日本原子力学会 2026年秋の大会原子力安全部会セッション
「中部電力の基準地震動策定に係る不適切事案の背景と対応を考える」



ガバナンス改革の経緯
• 2000年、大和銀行株主代表訴訟一審判決
• 2004年、公益通報者保護法制定
• 2005年、会社法制定（内部統制システム義務づけ）
• 2006年、金融商品取引法（内部統制報告書義務づけ）
• 2010年、企業等不祥事における第三者委員会ガイドライン
• 2015年、コーポレートガバナンス・コード制定
• 2020年、公益通報者保護法改正（体制整備義務）
• 2025年、公益通報者保護法再改正（体制整備義務拡
充）



中部電力不正、発覚までの経緯
• 2018年8月以降、原子力土建部の内部で問題を指摘
する声 （中部電力3/31報告書）

• 2020年ごろ、会社の内部通報窓口に「審査側を欺く
行為」 （一部報道）

• 2025年2月、原子力規制委員会に、申告制度に基づ
く情報提供

• 2025年10月、原子力規制委が中部電力に委託先の報
告書の提示を要求

• 2026年1月、不正を公表、報告徴収命令、立入検査



きょう午前

https://www.chuden.co.
jp/publicity/press/1218
304_3273.html
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私のきょうのお話

•原子力分野における内部告発者保護（日米比較）
•学会倫理規程における内部告発への言及の変遷
•公益通報者保護法の義務を履行できている？
•東京電力１Ｆ事故と中部電力不正の共通点



原子力分野における内部告発者保護

•原子力分野では、他産業分野に先駆けて、内部告
発者保護が法制化された。

•アメリカでは1978年にエネルギー再編法改正
•アメリカで連邦公務員を対象とする内部告発者保
護法を制定したのは1989年

•日本では1999年に炉規法改正（2000年に施行）
•日本で公益通報者保護法を制定したのは2004年
（2006年に施行）



https://www.gpo.gov/fdsys/pkg/STATUTE-92/pdf/STATUTE-92-Pg2947.pdf#page=5

米エネルギー再編法改正（1978年）1978年
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内部告発者に対する違法な
差別があった場合には、労
働省の職業安全衛生局
(OSHA)が調査して事業者
に是正を求める。
原子力規制委員会(NRC)も
別途、事業者を処分する。
https://www.nrc.gov/about-nrc/regulatory/enforcement/adr/osha-whistleblower.pdf



https://www.nrc.gov/about-nrc/regulatory/allegations/safety-concern.html
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原子炉等規制法改正
（1999年成立・公布、2000年7月1日施行）

• 第六十六条 原子力事業者等がこの法律又はこの法律に基づく命令
の規定に違反する事実がある場合においては、原子力事業者等の従
業者は、その事実を原子力規制委員会に申告することができる。

• ２ 原子力事業者等は、前項の申告をしたことを理由として、その
従業者に対して解雇その他不利益な取扱いをしてはならない。

• 第七十八条 次の各号のいずれかに該当する場合には、当該違反行
為をした者は、一年以下の拘禁刑若しくは百万円以下の罰金に処
し、又はこれを併科する。

……
二十八 第六十六条第二項の規定に違反したとき。

1999年



2002年



☜原子力安全・
保安院が作成し
たポスター

☞原子力規制
委員会が作成
したポスター



https://www.nra.go.jp/procedure/shinkoku/shinkoku_2.html

https://www.nra.go.jp/procedure/shinkoku/shinkoku_2.html


内部告発者に対する違法な
差別があった場合には、労
働省の職業安全衛生局
(OSHA)が調査して事業者
に是正を求める。
原子力規制委員会(NRC)も
別途、事業者を処分する。
https://www.nrc.gov/about-nrc/regulatory/enforcement/adr/osha-whistleblower.pdf

日本では、厚生労働省がそ
うした任を忌避。公益通報
者保護に実効性ない状況



原子炉等規制法改正
（1999年成立・公布、2000年施行）

• 第六十六条 原子力事業者等がこの法律又はこの法律に基づく命令
の規定に違反する事実がある場合においては、原子力事業者等の従
業者は、その事実を原子力規制委員会に申告することができる。

• ２ 原子力事業者等は、前項の申告をしたことを理由として、その
従業者に対して解雇その他不利益な取扱いをしてはならない。

• 第七十八条 次の各号のいずれかに該当する場合には、当該違反行
為をした者は、一年以下の拘禁刑若しくは百万円以下の罰金に処し、
又はこれを併科する。

……
二十八 第六十六条第二項の規定に違反したとき。

1999年



保護の対象となるのは…
•日本の炉規法で申告者保護の対象となるのは、炉規法やそ
の関係法令に違反する事実の申告のみ

•米国のエネルギー再編法(42 U.S. Code § 5851)で保護の対
象となるのは、「assisted or participated …in any 
manner in such a proceeding …or in any other action to 
carry out the purposes of this chapter or the Atomic 
Energy Act of 1954」（この法律の目的を達成するための
行動を支援したり関与したりするための全ての行動）

•日本では、原子炉設置許可変更申請書に虚偽を記載し、審
査会合でウソをついても、炉規法やその関係法令に違反し
ない。だから、申告者保護の対象にならない？

https://www.law.cornell.edu/uscode/text/42/5851
https://www.law.cornell.edu/uscode/text/42/5851
https://www.law.cornell.edu/uscode/text/42/5851


保護の対象となるのは…
•日本の炉規法で申告者保護の対象となるの
は、「原子力事業者等の従業者」のみ。

•米国では、あらゆる被雇用者、その依頼を
受けて行動するあらゆる人が保護の対象

•日本では、委託先事業者（ＧＥやコンサル
タント会社）の従業員が内部告発したとし
ても、申告者保護の対象にならない？



原子力分野の内部告発者保護法制

•日本は米国に劣る
•米国と異なり、日本では、法令違反に該当
しない不正に関する内部告発を保護の対象
としない。

•米国と異なり、日本では、告発者の救済の
手順が法制化されておらず、それを任とす
る行政機関が存在しない。



https://www.shugiin.go.jp/internet/itdb_gian.nsf/html/gian/honbun/houan/g18005019.htm
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米国に比べて、日本の炉規法の内部告発
者保護は、対象が狭く、かつ、順守の強
制力に乏しい
•保護の対象となるのは、許可事業者の従業者のみ。
法令違反の事実についての内部告発のみ

•保護の対象となる従業者を救済する行政機関が存
在せず、裁判所任せ

•不正やリスクを探知する機能が弱く、それらを長
年放置する結果につながっている？



アメリカでは、NRCに年226～268件の通報（allegation）
原子炉に関する通報のうちNRCの調査で裏付けが得られたのは14～26％
NRC, Allegations Program Annual Trend Report Calendar Year 2015, June 12, 2026, https://www.nrc.gov/docs/ML2616/ML26161A394.pdf#page=4

https://www.nrc.gov/docs/ML2616/ML26161A394.pdf#page=4
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申告案件公表件数（原子力安全・保安院、原子力規制委員会の合算） 

原子力安全・保安院 申告制度の運用状況(平成24年7月27日現在) 
http://warp.da.ndl.go.jp/info:ndljp/pid/3532877/www.nisa.meti.go.jp/shinkoku/shinkoku_kouhyou.html
原子力規制委員会
https://www.nra.go.jp/procedure/shinkoku/shinkoku_3.html

原子力規制委員会原子力安全
・保安院

http://warp.da.ndl.go.jp/info:ndljp/pid/3532877/www.nisa.meti.go.jp/shinkoku/shinkoku_kouhyou.html
https://www.nra.go.jp/procedure/shinkoku/shinkoku_3.html


日本の原子力規制委員
会に寄せられた申告は、
発足以来の14年弱で9件
にとどまる。
https://www.nra.go.jp/procedure/shinkoku/shinkoku_3.html

https://www.nra.go.jp/procedure/shinkoku/shinkoku_3.html


消費者庁「行政機関
における公益通報者
保護法の施行状況調
査」2023年度調査、
https://www.caa.go.jp/policies/policy/consumer_partnerships/whisleblower_protection_system/research/assets/consumer_partnerships_cms205_250122_02.pdf#page=28

https://www.caa.go.jp/policies/policy/consumer_partnerships/whisleblower_protection_system/research/assets/consumer_partnerships_cms205_250122_02.pdf#page=28
https://www.caa.go.jp/policies/policy/consumer_partnerships/whisleblower_protection_system/research/assets/consumer_partnerships_cms205_250122_02.pdf#page=28
https://www.caa.go.jp/policies/policy/consumer_partnerships/whisleblower_protection_system/research/assets/consumer_partnerships_cms205_250122_02.pdf#page=28


私のきょうのお話

•原子力分野における内部告発者保護（日米比較）
•学会倫理規程における内部告発への言及の変遷
•公益通報者保護法の義務を履行できている？
•東京電力１Ｆ事故と中部電力不正の共通点



日本原子力学会倫理規程、2001年 6月 27 日、
https://www.aesj.or.jp/ethics/document/pdf/code/code2001.pdf#page=5

2001年

https://www.aesj.or.jp/ethics/document/pdf/code/code2001.pdf#page=5


日本原子力学会 倫理委員会、頂いたご意見に対する委員会の見解、2001 年6 月4 日、
https://warp.ndl.go.jp/20180206/20180205123815/http://www.aesj.or.jp/ethics/document/pdf/qanda/QandA0206.pdf#page=3 , 
https://warp.ndl.go.jp/web/20180205213937/http://www.aesj.or.jp/ethics/02_/02_99_/. 
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日本原子力学会倫理委員会、頂いたご意見に対する委員会の見解、2001 年6 月4 日、
https://warp.ndl.go.jp/20180206/20180205123815/http://www.aesj.or.jp/ethics/document/pdf/qanda/QandA0206.pdf#page=3 , 
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日本原子力学会倫理規程、2005 年 11 月 25 日、
https://www.aesj.or.jp/ethics/document/pdf/code/code2005_11ed.pdf#page=7

2005年

https://www.aesj.or.jp/ethics/document/pdf/code/code2005_11ed.pdf#page=7


日本原子力学会、倫理規程 改定案（現行規程との比較）、2017 年8 月、
https://www.aesj.or.jp/ethics/document/pdf/code/2017proposal.pdf#page=7

2018年

https://www.aesj.or.jp/ethics/document/pdf/code/2017proposal.pdf#page=7


日本原子力学会倫理規程、2025 年 5 月 29 日、
https://www.aesj.or.jp/ethics/02_/02_02_/0001.pdf#page=4

2025年

https://www.aesj.or.jp/ethics/02_/02_02_/0001.pdf#page=4


日本原子力学会倫理規程、2003 年 1 月 28 日、
https://www.aesj.or.jp/ethics/document/pdf/code/code2003.pdf#page=5

2003年

https://www.aesj.or.jp/ethics/document/pdf/code/code2003.pdf#page=5


日本機械学会 倫理規定

６．情報の公開
会員は，関与する計画と事業が人類社会や

環境に及ぼす影響を予測評価する努力を怠ら
ず，公衆の安全，健康，福祉を損なう，また
は環境を破壊する可能性がある場合には，中
立性，客観性を保ち，自己の良心と信念に
従って情報を公開する．

https://www.jsme.or.jp/eec/ethics-rule/

2026年

https://www.jsme.or.jp/eec/ethics-rule/
https://www.jsme.or.jp/eec/ethics-rule/
https://www.jsme.or.jp/eec/ethics-rule/


American Nuclear Society,  Code of Ethics
Principles of Professional Conduct

ANS members shall subscribe to the 
following practices of professional conduct:

………
3. We act in accordance with all 

applicable laws and these practices, lend 
support to others who strive to do likewise, 
and report violations to appropriate 
authorities.

https://www.ans.org/about/coe/

2026年

https://www.ans.org/about/coe/


私のきょうのお話

•原子力分野における内部告発者保護（日米比較）
•学会倫理規程における内部告発への言及への変遷
•公益通報者保護法の義務を履行できている？
•東京電力１Ｆ事故と中部電力不正の共通点



消費者庁「公益通報者保護法を踏まえた内部通報制度の整備・運
用に関する民間事業者向けガイドライン」2016年12月9日
https://warp.ndl.go.jp/20170803/20170801000728/http://www.caa.go.jp/planning/koueki/minkan/files/minkan_shikumi_161213_0002.pdf#page=4
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改正公益通報者保護法と指針の施行により
体制整備など措置義務 2022年6月1日

https://www.caa.go.jp/policies/policy/consumer_system/whisleblower_protection_system/overview/assets/overview_210820_0001.pdf#page=3

2022年
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改正公益通報者保護法と改正指針の施行により
体制整備など措置義務を拡充 2026年12月1日

https://www.caa.go.jp/policies/policy/consumer_partnerships/whisleblower_protection_system/overview/assets/consumer_partnerships_cms205_260331_01.pdf#page=3

2026年
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https://www.caa.go.jp/policies/policy/consumer_partnerships/whisleblower_protection_system/overview/assets/consumer_partnerships_cms205_260331_01.pdf#page=3


• 部下から上司への内部公益通報についても、
• 行政機関や報道機関など外部公益通報についても、
• 組織として、その“可能性”を知ったときには、
• 「通報対象事実についての調査及び是正等の対応が必要な場
合」に当たるかどうかを判断しなければならず、

• 場合によって、「必要な調査」が義務づけられ、それにあたっ
ての「独立性の確保」などの措置を義務づけられ、

• それを可能とする体制を整備する必要がある。

改正公益通報者保護法と改正指針の施行により
体制整備など措置義務を拡充 2026年12月1日

2026年



中部電力の内部通報制度に関する
同社広報部回答
•ヘルプラインに寄せられた相談については、公益
通報者保護法上の従事者として指定された者が受
付・対応を行い、相談内容に関係する部署が事実
確認や調査を実施したうえで、必要な是正措置や
再発防止策の検討・実施を行っております。

•調査においては利害関係にある者が関与しない運
用としております。運用の詳細については回答を
差し控えさせていただきます。

2026年



私のきょうのお話

•原子力分野における内部告発者保護（日米比較）
•学会倫理規程における内部告発への言及の変遷
•公益通報者保護法の義務を履行できている？
•東京電力１Ｆ事故と中部電力不正の共通点



東電1F事故と中部電力不正に共通点
•東京電力における福島第一原子力発電所の津波
想定見直し検討（2008年）

•中部電力における浜岡原子力発電所の地震想定
見直し検討（2012年～）

•いずれも原子力本部内の土木部門が主人公。
設計条件を評価し、設計へのインプットを策定

•設計側の意向で？ 評価（想定）を歪めた？
•リスク認知につき、他専門分野、そして経営層
との認識共有に失敗？



東京電力社内で原発の津波対策に関する決定に関わる立場にあった個人とその認識（2008年7月～2010年6月当時）

東京電力での役職 専門
2008年7
月末時
点の年
齢

福島沖の巨大地震の可能性を指摘した地震本部の長期評価
への賛意の程度と、その想定採り入れへの意見

土木調査グループ主任 津波工学 36 賛意9割、異論1割。「取り入れて評価すべき」
土木調査グループ課長 津波工学 44 賛意3割、異論7割。「取り入れるべきだ」
同グループマネージャー地震・地盤 49 賛意1割、異論9割。「取り込む方向で社内の議論を」
地震対策センター所長 建設・保守 52 「取り入れるという方針が決められた」
原子力設備管理部長 機械 53 「荒唐無稽と言う先生もたくさんいて」設計には使えない
原子力・立地副本部長 原子炉 58 「信頼性はない」「直ちに取り込むようなことはできない」
原子力・立地本部長 機械 62 「ラディカルな見解を取りまとめている」と聞いた
社長 経済学部卒 64 「津波にかかわる議論はまだ私に上がってきていなかった」
会長 経済学部卒 68 「福島県沖については大きな津波は来ないと聞いていた」

奥山 俊宏「福島事故前の東京電力における役職員個々の津波リスク認知」『日本原子力学会
和文論文誌』2024年、23 巻,3 号, p. 81-100, https://doi.org/10.3327/taesj.J23.016

地震本部の長期評価に対する信頼の程度と東電社内の地位の高低に負の相関関係

2008年

https://doi.org/10.3327/taesj.J23.016


東京電力社内で原子力発電所の津波対策に関する決定に関わる立場にあった個人とその認識
（2008年7月～2010年6月当時）

東京電力での役職 10m超の津波への対策の必要性に関する認識
土木調査グループ主任 「対策工事は必要だと思ってました」
土木調査グループ課長 津波対策工事の必要性について「把握していた」
土木調査グループマネージャー 「全体としては『津波対策は不可避』という認識」
中越沖地震対策センター所長 「直ちに高さ15.7mへの対策を講じることには反対」
原子力設備管理部長 「アクションを起こすに足りる状況になっていない」
常務原子力・立地本部副本部長 「根拠が分からず会社として機関決定するのは無理」
副社長兼原子力・立地本部長 「そのような必要はないと思いました」
社長 「津波対策を詰めるのは原子力・立地本部の役目」
会長 「原子力本部として安全対策をとっている」

奥山 俊宏「福島事故前の東京電力における役職員個々の津波リスク認知」『日本原子力学会和文論
文誌』2024年、23 巻,3 号, p. 81-100, https://doi.org/10.3327/taesj.J23.0162008年

https://doi.org/10.3327/taesj.J23.016


電力会社の３層「 入れ子」構造と
コミュニケーション不全

【最外層】 電力会社 全体

【中間層】 原子力本部

【最内層】 土木部門
土木専門家のリスク認知や暗黙知が壁に

阻まれて他部門や経営層と共有されない

専門分野間の壁（土木専門家と原子力専門家の断絶）

文系・理系の壁（経営層との断絶）



電力会社の３層「 入れ子」構造と
コミュニケーション不全
•専門分野間、部門間（土木－機器・
電気－原子力安全）

•上下間（現場－管理職層－経営層）
•縦・横の双方で二重にコミュニケー
ション不全

2008年



福島第一原子力発電所の津波想定に関する東
電 管理職層の陳述から窺える認知バイアス
•集団思考（集団浅慮、グループシンク）、
総意誤認、所属バイアス

•アンカリング
•現状維持バイアス、専門外忌避バイアス
•認知的不協和の解消に動機づけられた心
理状態

2008年



私のきょうのお話

•原子力分野における内部告発者保護（日米比較）
•学会倫理規程における内部告発への言及の変遷
•公益通報者保護法の義務を履行できている？
•東京電力１Ｆ事故と中部電力不正の共通点
•まとめ



高度に専門的であるからこそ
•原子力発電のシステムは高度に複雑で専門的で, かつ, 
巨大なリスクを内包しており、だからこそ、原子力業
界にあっては、他の産業分野にも増して、適切な社内
コミュニケーションと適切な意思決定プロセスが必要。

•このうち、適切な社内コミュニケーションを担保する
ため、通常のラインの代替バイパスとして、あるいは、
最後の安全弁として、内部告発（公益通報）が必要

•このうち、適切な意思決定プロセスを担保するため、
“悪魔の代弁者”を置くなど異論を（内部告発も含め）奨
励することにより、特定１個人のバイアスや集団思考、
認知的不協和の、意思決定への悪影響を低減する。


	公益通報と原子力事業者
	企業統治改革の経緯
	中部電力不正、発覚までの経緯
	きょう午前
	原子力分野における内部告発者保護（日米比較）
	原子力分野では、他産業分野に先駆けて
	米エネルギー再編法改正（1978年）
	米労働省の職業安全衛生局による法執行
	米原子力規制委員会による通報受付の体制
	日本の原子炉等規制法改正で申告者保護規定（1999年）
	元ＧＥ社員の内部告発で東京電力原発点検記録等不正問題発覚（2002年）
	日本の原子力規制機関のポスター
	日本の原子力規制委員会による申告者保護の実情
	内部告発者保護の体制、日米比較
	日本では申告者保護を法令違反のみに限定
	法的保護の対象となる内部告発対象事実の日米比較
	法的保護の対象となる内部告発者の属性の日米比較
	内部告発者保護法制の日米比較
	申告制度改正の検討を政府に義務づけた原子力規制委員会設置法の附則
	日本の制度は米国に劣る

	学会倫理規程における内部告発への言及の変遷
	2001年制定当時
	制定当時の反対意見
	反対意見に対する倫理委員会見解
	2005年改正
	2018年改正
	現在
	2003年当時
	機械学会の倫理規定
	米国原子力学会の倫理規定

	公益通報者保護法の義務を履行できている？
	内部告発を受けての調査、2016年当時の社会規範
	内部告発を受けての調査、2022年当時の法規範
	内部告発を受けての調査、2026年12月以降の法規範
	内部通報を受けての調査、中部電力の実情

	東京電力１F事故と中部電力不正の共通点
	東京電力と中部電力の共通点
	東京電力社内のリスク認知差異
	電力会社の３層「入れ子」構造
	認知バイアス

	まとめ
	高度に専門的であるからこそ




